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本日お伝えしたいこと

◼ 技術シーズ起点の事業化検討における落とし穴

◼ 技術シーズ起点の事業化戦略のフレームワーク
（MFT : Market / Function / Technology）

◼ 組織的な活用の仕方

技術シーズ起点で事業化戦略を考えるための“考え方”についてご紹介



0. はじめに～技術と事業をいかにつなぐか～

1
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大学における技術シーズの事業化パターンは様々ある

大学における技術シーズの事業化とは

技術シーズを事業化し社会に還元していくことは非常に重要な取組み
しかしながら、技術と事業の間には“谷”が存在

・・・

・・・

大学発ベンチャーの立ち上げ

大学発ベンチャーを立ち上げ、
その会社から収入を得る

企業に技術を供与し、
その対価としてライセンス収入を得る

企業へのライセンスアウト

大学

大学発
ベンチャー

社会・市場
企業

大学 企業
社会・市場

ライセンス

ロイヤリティ

ライセンスや
リソース

ロイヤリティ、
新株予約権/株式
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技術シーズの事業化において、下記のような「陥りがちな落とし穴」が存在する

技術シーズの事業化におけるありがちな落とし穴

思い付きの用途に
飛びつきがち、、、

真に解決すべき課題を
取り違えがち、、、

異分野のアプローチに
足元をすくわれる、、、

暗黙の前提で
ビジネススキームを
決め打ちしがち、、、

ビジネスモデルが無いまま
開発を進めがち、、、

ありがちな落とし穴

• 光通信向けに新原理の変調素子に長年取り組んできた。
ある日、同技術に取り組む他組織が（性能途上でも許容さ
れる）小型プロジェクタ向けに製品を出し始めたと知った

• 共同研究先のLEDデバイスメーカーから聞いた話を受け、
ひたすらに消費電力低減に専念してきたが、実は照明メー
カが気にしていたのは省電力ではなく放熱特性であった

• 断熱性能について材料面からのアプローチをひたすらに研
究していたが、ある日機械分野の研究者が新たな小型冷
却機構を開発し、断熱材が不要になってしまった

• 付き合いのある企業との協業を（暗黙の前提として）進め
てきたが、技術に影響する製品仕様を決めるのは実はそ
のさらに川下の企業であり、実用に至らなかった

• 製品だけに着目して開発を進めてきたが、調達やマーケテ
ィング方法について検討していなかったため、試作品以降
のフェーズで大きく検討のスピードが落ちてしまった

弊社が見聞きした典型的事例（内容はイメージとして改変） ありがちなコメント

• 夢の用途だけでなく、他の
出口も気にかけていれば
、、、

• ユーザーが真に求めてい
る課題を熟考していれば
、、、

• 異分野の技術の存在に
早期に気づいてさえいれ
ば、、

• 業界構造の全体像を最初
から広く捉えておけば、、
、

• ビジネスモデルを意識し
てロードマップを描いてい
れば、、、

また、そもそもの事業化検討が属人的に取り組まれており、
チームでの共有化や体系的なPDCAに至っていないケースも散見
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

「技術と市場を結ぶ」とはよく聞くものの、一足飛びに結び付けることは難しい。
技術と市場を「提供機能」を介して結節していくという考え方が重要。

事業化に必要な考え方「MFT」のこころ

技術視点の

“実現機能

（技術課題）”

Function
（提供機能）

Market
（市場）

Technology
（技術）

顧客視点の

“価値・効用”

（嬉しさ）

機能を求める市場・顧客 機能を実現する技術打ち手

打ち手技術階層・方式地域 顧客業種

機械的特性向上

母材コスト削減

電気的特性向上

・・

材料の低価格化

エネルギー
効率改善

柔軟性向上

・・

プロセス

材料（単体）

材料（複合材）

・・

合成技術

精製技術

分離技術

・・

日本

欧州

アジア

・・

自動車

電子部品

住宅設備

・・

市場では何を求めているか？ 技術テーマはどのような課題を解決するか？

市場ニーズと技術シーズを “提供機能”で結びつけることで全体像を明らかにする
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

MFTにおける各レイヤを構造的に捉え、M⇔F⇔Tの結節を可視化することがポイント
（下記はシーズアウトでT→F→Mをつないだもの）

MFTツリーの例

Function
（提供機能）

Market
（市場）

Technology
（技術）

日本

CTベット

環境性の向上
エネルギー
効率向上

重量特性
比重・密度

CFRP成形技術

マンモグラフィー
固定テーブル

米国

欧州

・・

シーズから機能を翻訳し、市場を探索

電磁波特性

母材コスト削減

安全性の向上

空間自由度の
拡大

変形のしづらさ

強度特性
引張強度・弾性率

低コスト化

快適性の向上

X線透過
(透過・たわまないことによる)

CT画像品質向上

自動車

鉄道車両

航空機

・・

日本

米国

欧州

・・

・・

・・・・

・・
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MFTにおける各レイヤを構造的に捉え、M⇔F⇔Tの結節を可視化することがポイント
（下記はマーケットインでM→F→Tをつないだもの）

MFTツリーの例

Function
（提供機能）

Market
（市場）

Technology
（技術）

・・

日本 自動車 環境性の向上

低コスト化

安全性の向上

エネルギー
消費量削減

エネルギー源の
転換

車重の軽量化

運転の最適化

燃焼効率の改善

CFRP成形技術

高強度化鉄鋼材
料技術

・・

ルーティング技術

燃焼技術

損失低減技術

…

自動運転関連技術・・
マーケットからニーズを紐解き、技術へと結節

快適性の向上

出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

MFTの観点で「市場／課題／技術の結節」と「各階層における構造化」を担保することで、
陥りがちな落とし穴にはまること無く、技術シーズの事業化検討が行える

MFTの効用

思い付きの用途に
飛びつきがち、、、

真に解決すべき課題を
取り違えがち、、、

異分野のアプローチに
足元をすくわれる、、、

暗黙の前提で
ビジネススキームを
決め打ちしがち、、、

ビジネスモデルが無いまま
開発を進めがち、、、

ありがちな落とし穴

市場／課題／技術の各階層を
論理的に結節する

（＝必要条件）

各階層における
選択肢の幅を明確化した上で、

理由を持って選択する
（＝十分条件）

一連の判断結果について
見直し／共有化できるように

可視化する

必要なこと

M
a

rk
e

t

：市
場

F
u

n
c
tio

n
:

機
能

T
e

c
h

n
o

lo
g

y
:

技
術

Ｍ
Ｆ
Ｔ
の
階
層
間
の
結
節

MFTフレームワーク

各階層の構造化
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

技術シーズを起点とした事業化戦略は、①技術から用途を探索し、②シナリオとビジネス
モデルを検討し、③取り組むべき技術課題を見極めていくべき、の順で検討を進めていく

事業化の検討プロセス

有望用途のシナリオ化
とビジネスモデル

2

技術シーズ起点の
用途探索

1

保有技術の特徴

強み 弱み

強み
A強調

弱みC
気にしない

強み
B強調

・

ア
プ
リ
１

ア
プ
リ
２

ア
プ
リ
３

ア
プ
リ
４

ア
プ
リ
５

ア
プ
リ
６

ア
プ
リ
７

ア
プ
リ
８

実現性

解くべき技術 調達すべき技術

魅
力

ニ
ー
ズ

市
場
性

障
壁

用途市場
1

用途市場
5用途市場

2

用途市場
3

一の矢用途市場
4

二の矢

取り組むべき技術課題
の見極め

3

課題

ハード ソフト

形状 素材

凹型 凸型

凸A型 凸B型

Function
（提供機能）

Market
（市場）

Technology
（技術）



1.技術シーズ起点の用途探索

1
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

用途探索においては、技術シーズの特徴を「提供機能・価値」へと翻訳した上で、
用途市場の可能性を体系的に・漏れなく考え尽くす

技術シーズ起点の用途探索 基本的な考え方

Technology

保有技術

Function

提供機能

Market

市場

技術シーズを起点として用途市場仮説を考え尽くす

CFRPの
技術シーズ

CFRPの技術的特性

✓耐変形
✓空間自由度の拡大
✓母材コスト削減

✓エネルギー消費量削減
✓取扱性能向上

航空機におけるエネルギー
削減

エネルギー消費量削減

軽さを生かしたへの
スポーツ用品展開

取扱性能向上

剛性を生かした高速
回転体(ローター等)への適用

耐変形

車体部品の割合削減
による快適性向上

空間自由度の拡大

軽量化 高強度・高弾性化

用途仮説 用途仮説 用途仮説 用途仮説
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用途仮説を考え尽くすためには「機能の構造化」と「構造的なアイデア発想」が重要

技術シーズ起点の用途探索 検討におけるTIPS

機
能
：F

u
n

c
tio

n

業界：Market

用途
仮説

…

…

…

機能の構造化

技術から価値への翻訳

技術 技術特徴 提供価値機能

…

構造的なアイデア発想

〇
〇

△
△

◇
◇

・
・

A業界 B業界 C業界 ・・・

MECEを意識する
（モレなくダブりなく）

機能×市場（業界）の
マトリクスで

構造的に発想する
（Structured Brainstorming）

多様な人材の
知恵・視点を結集し
継続的に考え続ける



2. 有望用途のシナリオ化とビジネスモデル

1
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

事業機会を俯瞰し各機会の魅力度・実現度を評価した上で、リスク・リターン及び時間軸
を考慮しながら取り組んでいくべき機会を、シナリオ感をもって描出する

有望用途のシナリオ化 基本的考え方

リターン

リスク

規模・成長性

競合優位性

技術的実現度 事業的実現度

実現度

ニーズの強さ
魅
力
度

仮説
b

仮説
c

仮説
a

壱の矢

弐の矢

参の矢

仮説
f

仮説
e

ポートフォリオ議論にて攻略順序を決定

考え尽くした用途仮説について、
関係者で議論した評価軸・基準をもって評価する

（※左記の分解は一例）

通常はトレードオフ関係になる、

魅力度（＝リターン）と実現度（リスク）の観点
で各用途仮説のバランスを俯瞰する

リスク／リターン及び市場形成の時間軸などを考
えながら、取り組んでいくシナリオを考える

1

2

3
容易困難

小

大
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調査機関に調査委託することは有用だが、ともすると“調査のための調査”になりがち。
何を判断したいのか⇒何が論点なのか⇒何をどう調査するか、を設計することが大事

有望用途のシナリオ化 検討におけるTIPS

ありがちな調査 あるべき調査

• 特に設計せず調査に
着手

• 網羅的に調べる為、
目的とは関連性の低
い調査も実施

Step 1

調査の実施
Step 2

調査の
結果まとめ

Step 3

結果に
基づく判断

• 内容が出てきてから
まとめ方を検討

• 目的が不明確より
まとめ直しも発生

• 情報が得られてから、
まとめまでのリード
タイムを経て判断

✓ 設計せずに着手した場合、目的とは直接的な関係の無い
調査もしてしまう

✓ 調査後にまとめ方を考える場合、判断が遅れてしまう
（ひどい場合は何も判断すらできない）

Step 1

論点・必要情報
の特定

Step 2

調査方法の設計
Step 3

調査の実施

• 判断するにおいて論
点を検討

• その論点の検討に必
要な情報を特定

• 必要な情報を得るた
めの調査内容を設計

• 調査内容毎に適切な
アプローチを選択

• 調査を実施し、欲し
い情報が得られた
タイミングで判断

✓ 必要な情報が明確なので、調査量が最小限となる
✓ またどう判断するかについても予め検討されているので
情報が得られたタイミングでスピーディーに判断するこ
とが出来る
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業界構造を把握していないと、“落とし穴”に嵌ってしまうリスクが存在
バリューチェーン全体の意思決定構造や付加価値構造を俯瞰的に捉える視点が必要

ビジネスモデルの検討 しばし見受けられた落とし穴

検討事例A： 意思決定者を見誤っていた。。 検討事例B： 付加価値の源泉はハードでは無かった。。

• 付加価値のポイントは、技術を搭載したハードウェ
アではなく、上記ハードウェアから獲得できるデー
タや解析エンジンだった

• 目の前のプレイヤと仕様を検討していたら、仕様の
最終決定を行うのは更に川下のプレイヤであり、
今までの検討がひっくり返ってしまった

全体付
加価値

センサ アクチュ
エータ

データ 解析エ
ンジン

機能別付加価値の貢献割合

素材開発 部品開発 最終製品開発

①仕様の検討

付
加
価
値

②仕様の
変更依頼最終製品の担当者に

より仕様が大きく変更



3.取り組むべき技術課題の見極め

1
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優先順位の高い事業機会を実現する上で解決すべき技術課題を洗い出し、そのインパクト
の大きさや事業機会間の共通性などを加味し、重点的に取組むべき技術課題を同定する

取り組むべき技術課題の見極め 基本的考え方

素材に
関する課題

設計に
関する課題

実装に
関する課題

技
術
課
題
１

技
術
課
題
２

技
術
課
題
３

技
術
課
題
１

技
術
課
題
２

技
術
課
題
３

技
術
課
題
１

技
術
課
題
２

技
術
課
題
３

技術課題

✓

✓

✓

✓ ✓

✓ ✓

✓

✓

✓

✓ ✓

✓

✓

✓

事業機会A

事業機会B

事業機会C

壱の矢

弐の矢

参の矢

✔技術課題としてある程度
以上解決が難しい
⇒解決すればインパクトが
大きい

✔事業機会間の共通性が
ある程度存在する
⇒一粒で何度も美味しい
（事業展開の基盤となる）

何に重点的に取り組むか
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重要課題を起点として、技術動向を継続的に捉えることも重要

取り組むべき技術課題の見極め 検討における留意点

重要課題 技術的打ち手

取組中

A大学が注力

B社が注力

重い荷物の
短時間での
長距離輸送

搭載電池の
高エネルギー密度化

外部からの無線給電における
高給電効率×高エネルギー密度化

積載電池そのものの
高出力×高エネルギー密度化

バッテリー交換の
効率化

出力特性を維持したエネルギー密度の向上

送受電用アンテナ間の給電効率の向上

太陽光発電

水素
燃料電池

ハイブリッ
ドエンジン/

ガソリン

発電 /動力変換における
高エネルギー密度化

蓄電池の高サイクル化

燃費の向上
機体部材の軽量化

機体搭載部品点数の削減

ドローン離着陸自動化

交換オペレーションの自動化
バッテリー交換の自動化

バッテリー充電の高速化

飛翔体の位置とビームの
リアルタイム制御の精度向上

送電の大電力化

・・・

・・・

エネルギー効率向上

軽量化

耐環境性の向上

騒音の軽減

瞬間的な高出力対応

高圧ガスの安全性担保



4. 最後に

1
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

技術シーズを起点とした事業化戦略は、①技術から用途を探索し、②シナリオとビジネス
モデルを検討し、③取り組むべき技術課題を見極めていくべき、の順で検討を進めていく

最後に 技術シーズ起点の事業開発の考え方

有望用途のシナリオ化
とビジネスモデル

2

技術シーズ起点の
用途探索

1

保有技術の特徴

強み 弱み

強み
A強調

弱みC
気にしない

強み
B強調

・

ア
プ
リ
１

ア
プ
リ
２

ア
プ
リ
３

ア
プ
リ
４

ア
プ
リ
５

ア
プ
リ
６

ア
プ
リ
７

ア
プ
リ
８

実現性

解くべき技術 調達すべき技術

魅
力

ニ
ー
ズ

市
場
性

障
壁

用途市場
1

用途市場
5用途市場

2

用途市場
3

一の矢用途市場
4

二の矢

取り組むべき技術課題
の見極め

3

Function
（提供機能）

Market
（市場）

Technology
（技術）

上記を可視化しながら、組織的に取り組んでいく

課題

ハード ソフト

形状 素材

凹型 凸型

凸A型 凸B型
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出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

MFTは関係者間での認識共有や継続的なPDCAを支えるための可視化ツールでもある
いわば、事業開発に向けて“組織として戦っていく”ための共通土台といえる

最後に MFTがもたらす組織的効用

MFTMFTの効用 MFTツリーによる効用

各階層における仮説構築・選
択や検証の経緯がトレースで

きる（=PDACの加速）

技術の潜在的な

応用可能空間を共有できる

狙った市場における

重要課題を共有できる

技術打ち手や特許動向の

体系を共有できる

✓ 技術テーマが想定している選択肢と、選ばなかっ
た選択肢、およびそれらの理由が明確になる

✓ 結果、研究開発推進における継続的な仮説検証
が進む

✓ 技術シーズが潜在的に解決できる課題や、それに
よって広がる応用先を漏れなく発見できる

✓ 結果、技術と市場の関係性の見逃しが防止できる

✓ 想定している市場・ユーザーの主要課題が見える

✓ 結果、技術と市場の関係性の見逃しの防止や、未
着手の課題の発見ができる

✓ その他の技術シーズとの関係性（相乗・独立・競
合など）が見える

✓ 結果、学外との役割分担などの検討材料となる

Mg合金

CFRP

ミリ波レーダ
自動車

軽量化

安心安全化
車車間通信

AND

OR

自動車

低燃費化

半導体

ディスプレイ
高伝導性

情報通信機器

自動車

産業機械

：

低燃費化

安心安全化

軽量化

：

Mg合金

CFRP

高強度鋼

：

化学センサ
化学修飾性

DDS

軽量化

安心安全化

ｶｰﾎﾞﾝ
ﾅﾉﾁｭｰﾌﾞ

関係者間
での共有

継続的・
組織的な

PDAC
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世の状況や活動結果に応じて剪定育成、
日々少しづつメンテする

MFTを眺めながら
不断の開発活動を楽しむ・・

出所：アーサー・ディ・リトル
※MFT、およびそれを活用した方法論はアーサー・ディ・リトルが開発したコンセプトである

MFTフレームワークは組織的に継続活用してこそ意義が高まる

最後に

素朴なツリーが

すくすく育って

やがて大樹に

執拗に考え、動き続ける ツリーは生き物

剪定が重要

本内容が皆様における今後の事業化検討の一助となれば幸いです
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追加補足：社会課題を起点とした技術ツリー

食の安全

課題の背景 社会課題・ニーズ 技術の体系化
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出生率の向上

成育の促進

労働力の確保

ノウハウの共有

成育の促進

農地の拡大

遺伝子組換え

ゲノム編集

屋内生産

地下生産

品種改良

海上生産

宇宙生産

異種の産卵

品種の改良

海水魚の淡水養殖

養殖効率の向上

家畜の需要

（飼料）削減

自然界での

需要削減

必要量の削減

過分量の削減

天然資源
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中間でのロス削減
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水産物の

生産増加

畜産物の
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人工物

消費側のロス削減

燃料需要の削減

生産での供給増加

流通での供給増加

動物の需要削減

人間の需要削減

炭素系以外

炭素系

次世代物流システム構築事業（経産省）

ドローンの活用（日本等）

水分や栄養等のデータ管理（米等）

植物工場（日本、インド等）

光品質チェッカーによる食品加工工程での品質管理（日本）

農作物の危険察知技術（イスラエル等）

ブロックチェーン技術を用いた追跡サービ ス（米）

ミドリムシの大量培養技術（日本）

純肉（培養肉）の開発（JST）

完全栄養食 Soylent（米）, COMP, BASE FOOD（日本）

ARによる拡張満腹感（日本）

セルロ ース系エタノール生産システム総合 開発実 証事業 （NEDO）

地下トンネルでのLED照明を使う水耕農場（英）

最適な生育環境を複製して栽培できる ﾌｰ ﾞ  ﾝ   ｭｰ （米）

人工受粉不要のトマト（徳島大学）

撥水砂の開発（Panasonic・京大）

常圧でのアンモニア合成（東大、 東工大）

生鮮食品の鮮度を測るフィルム状セン サの開発（山形大学）

果物の劣化を遅らせる液体「エディピール」（米）

バクテリアによるメタンのタンパク質変換（米・印）

人材の確保

ロボット化

形式知化

情報共有

成育環境の制御

栄養（肥料）の

充足

自家生産・

家庭菜園

砂漠の農地化

人工受粉不要のトマト（徳島大学）

AI（アグリ・インフォマティクス）システム実証実験（農水省）

農業事業者間のデジタルプラットフォーム（米）

AIやIoT等の活用によ る 病害虫の早期診断及び被害対 策（農 水省）

持続可能で気候への順応力のある 農業生産 システム 開発（ 中）

フィルム農法（日本等）

スギ花粉症治療イネ（農水省）

IoT水耕栽培機（日本）

海に浮かぶ土壌なしの栽培システム「Sealeaf」（英）

宇宙農業研究プロジェクト（ドイツ）

サバによるマグロの産卵（東京海洋大学）

ニジマスによるヤマメの産卵（東京海洋大学）

人工飼育水「好適環境水」の開発（岡山理科大学）

ウルトラファインバブル技術（日本）

食糧の保存

安全性の管理

配送の効率化

地産地消化

食品分野でのIoT活用（蘭）

3Dプリンターでのオンデマンド食品プ リン ト（蘭、米）

二次オンラインマーケットプレイス（米）

ナノ材料の食品包装における応用（日本）

余った食品の共有

余った食品の飼料化

メタン＋窒素によるタンパク質合成

エネルギー需要の削減

エネルギー資源の拡大

肉の代替品の

生産

肉食からの転換

植物からの肉づくり

細胞培養の肉

生活様式の転換

海藻の飼料化

畜産糞尿の飼料化

セルロースの飼料化

メタン・CO2の飼料化

ハエが畜産糞尿を 肥料や飼料に100%リサイ クルする 循環システム（ 日本）

生態系の改変

食事の管理

満腹感による抑制
満腹感を得やすい食品（かさまし食材）

満腹感の知覚制御

人口の抑制

一人当たり食事の
必要量の削減

人体に必要なカロ
リー・栄養の削減

食品中のカロリー・栄養の増加

出生率の抑制

人体の小型化

人体のカロリー効率の向上

栄養が不要な身体づくり

栄養の自給自足

人体のロボット化

腸内細菌による

栄養供給

光合成による栄養
生産

［2］ 食糧不足

出所：第一回・第二回ブレストセッションの議論内容、有識者インタビュー及び各種公開情報を基にアーサー・ディ・リトル・ジャパン作成

食品需要予測技術

家畜の大型化

食用部位の増加

牛のウェアラブル生体セン シン グ技術（英、 日本）

クローン家畜（日本、中国等）

生殖工学技術（日本等）

畜産

水産

農業

流通

食糧源

拡大

飼料・燃料

の転換

人体の

改変

原産地の保証

異物混入の防止

食品自体の

安全性の担保

流通上の安全性
の担保

腐敗、劣化状態の定量化
短期的健康リスクがないことの保証

トレーサビリティの担保

流通環境の保証（温湿度など）

長期的健康リスクがないことの保証 品種改良、遺伝子組み換え作物等の接種の健康リスクの明確化

食糧加工での安全性の担保

加工設備の衛生管理

加工に用いる化学物質の安全性保証

食中毒リスクの予測

ゲノム編集を用いた食品に対する 規制の検討（日本）

RFIDを用いた異物混入検知（MIT）

食品工場におけるAIを用いた検品

流通情報の

透明化

生産量の最適化

品質の最適化

流通経路の透明化

取引の透明化

食糧の安全性を
確保する

関連の深いSDGs：

★★★ 2050年までに、穀物需要は

2000年の約18億トンに比べて約12億ト
ン（+70%）増加（農水省, 2017）

★ 今後の生産量は、漁獲量が横ばいとなる 一方、
養殖生産量が増加し続け、2025年に約1億トンの見込
み（同傾向で2050年には約1.7億トンで、2000年よ り
約1.2トン増加の見込み）（JAICAF, 2016）

★★★ 人の消費のために生産された
食料の約３分の１が世界中で失われ、 そ
の量は年間約13億トン（同比率の場合
2050年のロス量は約23億トンの見込み）
（JAICAF, 2011）

基幹的農業従事者の平均年齢は67.0 歳

となり、65 歳以上が占める割合は 64.6％
（農林水産省, 2017）

★★ 2050年までに、畜産物需要は

2000年の約8億トンに比べて約4億トン
（+50%）増加（農水省, 2017）

★★★ 人口増加の影響に
より、2050年には70％の食
料大増産が必要となる

（FAO, 2017）

世界各国の一人一日当たり摂取カロ リー

（2009~2011年平均）
日本：2,695 kcal/(day・人) 104位

中国：3,036 kcal/(day・人) 62位
インド：2,440 kcal/(day・人) 140位

（社会実情データ図録, 2014）

牛肉1kgを作るためには、

11kgの穀物が必要となる
（農林水産省, 2017）

2050年の世界総人口92億人を養うため、

食糧需要は2000年の約45億トンに比べて
約25億トン（+60%）増加（農水省, 2017）

CO2排出レベルの高低に関わらず、2050年代

までは世界の多くの人々が食糧不安に直面。 持

続性のある排出削減策を速やかに実現できれ
ば、食糧不安は悪化にストップがかかり、2050

年代以降は横ばい（国連, 2015）

★★ 2017/18年度の世界でのとうもろこしのエタ

ノール向け需要は約3.5億トンで、今後は10年で
1.1倍程度の緩やかな増加傾向（同傾向で2050

年には約5億トンになる見込み）（農水省, 2017）

先行事例の凡例：

研究段階実証段階
社会実装

段階
技術以外の
アプローチ

参考情報（吹き出し）の凡例：

★★★

量的インパクト 大

★★

量的インパクト 中

★

量的インパクト 小

無印

その他

解決アプローチ
（技術分野など）

取組中のテーマ
⇒貢献余地の発見

他組織における取組み
⇒協業余地の発見

大学として社会課題への貢献を検討する際にも、MFTフレームワークは応用可能
（社会課題起点の技術ツリーを通じて、社会課題への貢献性や協業余地を可視化・着想・説明）
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次世代物流システム構築事業（経産省）

ドローンの活用（日本等）

水分や栄養等のデータ管理（米等）

植物工場（日本、インド等）

光品質チェッカーによる食品加工工程での品質管理（日本）

農作物の危険察知技術（イスラエル等）

ブロックチェーン技術を用いた追跡サービ ス（米）

ミドリムシの大量培養技術（日本）

純肉（培養肉）の開発（JST）

完全栄養食 Soylent（米）, COMP, BASE FOOD（日本）

ARによる拡張満腹感（日本）

セルロ ース系エタノール生産システム総合 開発実 証事業 （NEDO）

地下トンネルでのLED照明を使う水耕農場（英）

最適な生育環境を複製して栽培できる ﾌｰ ﾞ  ﾝ   ｭｰ （米）

人工受粉不要のトマト（徳島大学）

撥水砂の開発（Panasonic・京大）

常圧でのアンモニア合成（東大、 東工大）

生鮮食品の鮮度を測るフィルム状セン サの開発（山形大学）

果物の劣化を遅らせる液体「エディピール」（米）

バクテリアによるメタンのタンパク質変換（米・印）

人材の確保

ロボット化

形式知化

情報共有

成育環境の制御

栄養（肥料）の

充足

自家生産・

家庭菜園

砂漠の農地化

人工受粉不要のトマト（徳島大学）

AI（アグリ・インフォマティクス）システム実証実験（農水省）

農業事業者間のデジタルプラットフォーム（米）

AIやIoT等の活用によ る 病害虫の早期診断及び被害対 策（農 水省）

持続可能で気候への順応力のある 農業生産 システム 開発（ 中）

フィルム農法（日本等）

スギ花粉症治療イネ（農水省）

IoT水耕栽培機（日本）

海に浮かぶ土壌なしの栽培システム「Sealeaf」（英）

宇宙農業研究プロジェクト（ドイツ）

サバによるマグロの産卵（東京海洋大学）

ニジマスによるヤマメの産卵（東京海洋大学）

人工飼育水「好適環境水」の開発（岡山理科大学）

ウルトラファインバブル技術（日本）

食糧の保存

安全性の管理

配送の効率化

地産地消化

食品分野でのIoT活用（蘭）

3Dプリンターでのオンデマンド食品プ リン ト（蘭、米）

二次オンラインマーケットプレイス（米）

ナノ材料の食品包装における応用（日本）

余った食品の共有

余った食品の飼料化

メタン＋窒素によるタンパク質合成

エネルギー需要の削減

エネルギー資源の拡大

肉の代替品の

生産

肉食からの転換

植物からの肉づくり

細胞培養の肉

生活様式の転換

海藻の飼料化

畜産糞尿の飼料化

セルロースの飼料化

メタン・CO2の飼料化

ハエが畜産糞尿を 肥料や飼料に100%リサイ クルする 循環システム（ 日本）

生態系の改変

食事の管理

満腹感による抑制
満腹感を得やすい食品（かさまし食材）

満腹感の知覚制御

人口の抑制

一人当たり食事の
必要量の削減

人体に必要なカロ
リー・栄養の削減

食品中のカロリー・栄養の増加

出生率の抑制

人体の小型化

人体のカロリー効率の向上

栄養が不要な身体づくり

栄養の自給自足

人体のロボット化

腸内細菌による

栄養供給

光合成による栄養
生産

［2］ 食糧不足

出所：第一回・第二回ブレストセッションの議論内容、有識者インタビュー及び各種公開情報を基にアーサー・ディ・リトル・ジャパン作成

食品需要予測技術

家畜の大型化

食用部位の増加

牛のウェアラブル生体セン シン グ技術（英、 日本）

クローン家畜（日本、中国等）

生殖工学技術（日本等）

畜産

水産

農業

流通

食糧源

拡大

飼料・燃料

の転換

人体の

改変

原産地の保証

異物混入の防止

食品自体の

安全性の担保

流通上の安全性
の担保

腐敗、劣化状態の定量化
短期的健康リスクがないことの保証

トレーサビリティの担保

流通環境の保証（温湿度など）

長期的健康リスクがないことの保証 品種改良、遺伝子組み換え作物等の接種の健康リスクの明確化

食糧加工での安全性の担保

加工設備の衛生管理

加工に用いる化学物質の安全性保証

食中毒リスクの予測

ゲノム編集を用いた食品に対する 規制の検討（日本）

RFIDを用いた異物混入検知（MIT）

食品工場におけるAIを用いた検品

流通情報の

透明化

生産量の最適化

品質の最適化

流通経路の透明化

取引の透明化

食糧の安全性を
確保する

関連の深いSDGs：

★★★ 2050年までに、穀物需要は

2000年の約18億トンに比べて約12億ト
ン（+70%）増加（農水省, 2017）

★ 今後の生産量は、漁獲量が横ばいとなる 一方、
養殖生産量が増加し続け、2025年に約1億トンの見込
み（同傾向で2050年には約1.7億トンで、2000年よ り
約1.2トン増加の見込み）（JAICAF, 2016）

★★★ 人の消費のために生産された
食料の約３分の１が世界中で失われ、 そ
の量は年間約13億トン（同比率の場合
2050年のロス量は約23億トンの見込み）
（JAICAF, 2011）

基幹的農業従事者の平均年齢は67.0 歳

となり、65 歳以上が占める割合は 64.6％
（農林水産省, 2017）

★★ 2050年までに、畜産物需要は

2000年の約8億トンに比べて約4億トン
（+50%）増加（農水省, 2017）

★★★ 人口増加の影響に
より、2050年には70％の食
料大増産が必要となる

（FAO, 2017）

世界各国の一人一日当たり摂取カロ リー

（2009~2011年平均）
日本：2,695 kcal/(day・人) 104位

中国：3,036 kcal/(day・人) 62位
インド：2,440 kcal/(day・人) 140位

（社会実情データ図録, 2014）

牛肉1kgを作るためには、

11kgの穀物が必要となる
（農林水産省, 2017）

2050年の世界総人口92億人を養うため、

食糧需要は2000年の約45億トンに比べて
約25億トン（+60%）増加（農水省, 2017）

CO2排出レベルの高低に関わらず、2050年代

までは世界の多くの人々が食糧不安に直面。 持

続性のある排出削減策を速やかに実現できれ
ば、食糧不安は悪化にストップがかかり、2050

年代以降は横ばい（国連, 2015）

★★ 2017/18年度の世界でのとうもろこしのエタ

ノール向け需要は約3.5億トンで、今後は10年で
1.1倍程度の緩やかな増加傾向（同傾向で2050

年には約5億トンになる見込み）（農水省, 2017）

先行事例の凡例：

研究段階実証段階
社会実装

段階
技術以外の
アプローチ

参考情報（吹き出し）の凡例：

★★★

量的インパクト 大

★★

量的インパクト 中

★

量的インパクト 小

無印

その他

課題背景や大きさ、
課題間の関係性
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